
新監査公表第３号 
 
 平成２０年度包括外部監査の結果に基づく措置状況について，平成２１年９月１７日付け新監査第
３８４号で新潟市長から措置を講じた旨の通知があったので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
第２５２条の３８第６項の規定により以下のとおり公表します。 
 
平成２１年１０月２７日 
 

新潟市監査委員  小 原 克 己 
   同     山 崎 隆 夫 
   同     永 井 武 弘 
   同     目 崎 良 治 

 
 

平成２０年度包括外部監査 
「新潟市が，市民から税や使用料等を徴収する際や市民への補助金やサービスの提供を行う際に
基準となる市民の所得状況や資産保有状況に関する情報の収集・管理を適正に行っているか。」 
 
指摘事項に対応したもの 
頁 監査対象 監査結果の概要 結果に対する措置 
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財務部 
税制課 
資産税課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第三部 外部監査結果による指摘事項 
Ａ 課税部門に係る指摘事項 
Ａ－１ 課税部門に係る総論的指摘事項 
１ 課税対象の把握 
 課税対象，特に事業を行っている者の
把握は，納税者側からの申告を待つ形と
なっている。これでは，法人の本店の場
合は登記情報をベースに網羅的に把握で
きるものの，支店や個人事業に関しては
十分な課税対象の把握ができていないお
それがある。従って，今後は，従来の「待
ちの姿勢」を改め，市が積極的に情報収
集に努めて把握もれとなっていた無申告
事業者に対して申告を促す方策を検討す
べきである。 
 また，資産税課は，現在，保健所や建
築行政課が持つデータを利用している
が，同じデータを税制課も利用している
ことから，共同でチェックすること，他
の部局からのデータの問い合わせに関し
てのルールを明確化するなど効率的かつ
課税の公平に資する運営となるように検
討すべきである。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
平成 20年 11月より，法人が税務署へ
提出する申告書を毎月閲覧し，未申告者
の把握に努めていますが，法人の支店や
個人事業に関しては，課税対象を把握す
るための情報収集が難しいといった現
状にあることから，市内部の法人に関係
する部署との連携，申告書の閲覧及びイ
ンターネット等の活用とともに，市以外
の他の行政機関からの情報入手など情
報収集が可能かどうか調査し，必要に応
じて関係機関と協議するなど，より多く
の情報収集に努めてまいります。 
 税制課においては，保健所や建築行
政課からのデータは，情報項目や処理
時期が資産税課と異なることから，独
自での調査を行います。 
 資産税課においては，法人について
は税制課で収集したデータを利用し，
税制課で必要としない個人の情報や看
板の設置情報などについて，保健所や
建築行政課のデータを利用し課税対象
の把握を行っています。 
 また，税制課と資産税課との共通す
る部分については，効率的かつ課税の
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２ 申告内容の正確性 
事業所税と償却資産税は国税とは直接
連動しない。 
法人の支店の設置と個人事業の開業の
状況の把握についても市独自でその内容
を検証できるような施策が必要と考え
る。具体的には調査部門，担当の設置と
いうことが必要ではないかと考える。 
現業部門の課税の片手間に行うのでは
なく，ある程度独立した調査専門担当部
署を設けたほうが良いと考える。 
 
 
Ａ－２ 固定資産税に関する指摘事項 
第１ 固定資産税・都市計画税の課税標
準である固定資産評価の迅速化を図るた
め，ＩＴ化の推進を急ぐべきである。 
１ 現状の問題点 
 固定資産の評価の変化が固定資産税の
賦課に反映されるまでに４～７年かかる
など，法が予定している 1 年に比べて大
幅に遅れている。 
２ 指摘事項 
業務効率を向上させ，評価誤りが判明
した翌年度には評価が修正され，適正な
課税が行われる体制にするための施策の
一つとして，ＩＴ化の推進が考えられる。 
新規システムを導入し，ホストシステ
ムと補完システムの統合を図るべきであ
る。それにより，土地，家屋の評価シス
テム，航空写真を利用した地図情報シス
テム（ＧＩＳ）等の進歩を取り入れた効
率的・効果的なシステムとして，地方税
法の趣旨に従った評価の見直しができる
体制を構築するように努めるべきであ
る。 
 
第２ 固定資産の評価専門家集団を部内
に養成するための研修，人事体制を構築
すべきである。 
２ 指摘事項 
高度なスキルを持った職員につき，税
務専門職員としての育成と人材の確保，
人事上の処遇が必要であると考える。 

公平に資する運用となるよう，両課の
データ連携を図ってまいります。 
 

 
 
上記に述べた理由から，ある程度独
立した調査専門担当部署を設けるので
はなく，担当部署の連携の中で法人の
設置や個人事業の開設の状況把握に努
めてまいります。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ご指摘のとおり，現システムにおいて
非効率な部分があるので，費用対効果を
考慮しつつ平成 22年度末までに評価業
務の効率化を実現するための検討を進
めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 税務行政の組織強化を図るため税務
専門組織（市税事務所）を平成 22年度
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具体的には，採用時点で，税務部門の
専門職員ということで一定の条件のもと
に雇用し，特定の職員に対して集中的・
累積的に固定資産の評価及び税務調査に
関する専門的かつ高レベルな研修を実施
することを通じて，税務スペシャリスト
として税務専門職員を養成する。 
こうした専門職員の処遇については，
一定数の税務専門家としての職員の数を
確保した上で，一旦他部署へ異動になっ
ても定期的に専門職に戻ってくるという
人事ローテーションシステムを構築す
る。さらにはこうした専門職員のうち優
秀な職員については，将来，資産税課長
へのポストの道も開くなどの処遇面での
配慮も行う必要がある。 
 
第３ 固定資産評価とりわけ家屋評価に
ついては新潟県庁及び他の市町村との連
携を強化すべきである。 
２ 指摘事項 
同じ納税者の同じ仕様の家屋の場合に
は，市町村の別を問わず同じような評価
となるためには，評価情報を他市町村及
び他県との間で経常的に交換するシステ
ムの確立が必要である。 
土地に関しては，きめ細かい対策が取
られている。 
その一方，家屋に関しては，「総務省と
の意見交換会」への出席等により情報交
換や連携に限られるなど，他市町村，他
県との連携が十分でないと考えられる。 
新潟県庁においても，県が担当する固
定資産評価のため及び不動産税の課税の
ため，固定資産評価システムが構築され
ていることから，新潟県との評価情報の
共有化を進めるべきであると考えられ
る。 
また，複数の市町村にまたがって事業
展開している企業の事業用資産の家屋評
価については，県に評価を委ねるなど，
県との評価分担の見直しを行うことによ
り，業務の軽減と家屋評価の県内市町村
間の均衡をはかる措置を講じるべきであ
る。 
 
 
 

以降のできるだけ早い時期に設置する
予定としており，その設置と併せて，高
度化・複雑化する住民ニーズに対して柔
軟に対応するため，職員の総合性と専門
性を両立させていく必要があることか
ら，今後は，業務知識の集積や人材育成
等の観点から，固定資産業務などの税務
部門の職員をはじめとした専門職員の
養成について，研究や情報収集に努めて
まいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 家屋評価については，総務大臣が告示
する評価基準に基づき各市町村で実施
しているので，各市町村における地域事
情（家屋の実態・構造等から補正等する
ことができることとなっている）がなけ
れば評価の格差は生じていないと考え
ます。 
 家屋評価や事務制度に関する事項に
ついて，新潟県・指定都市市長会・県下
20市・全国地方税務協議会等が主催す
る会議・研修・意見交換会などに積極的
に参加し情報交換を行っており，ケース
によっては県と同行し家屋評価を行う
などしていることから連携は図られて
いると考えておりますが，今後もあらゆ
る機会を利用し，県及び他市町村との連
携を強化してまいります。 
 新潟市内の物件の評価情報について
は，相互で価格通知により，県との情報
の共有化を行っております。 
 評価分担の基準は政令市移行前に県
と新潟市で協議し決定したものです。評
価分担の見直しについては，今後，県と
協議してまいります。 
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第４ 固定資産税の過年度分更正を実施
できる体制を整えるべきである。 
１ 現状の問題点 
 過年度の課税漏れ分についての追徴課
税は行われていない。 
３ 対応策 
 対応策として考えられるのは， 
 ① 固定資産評価の効率化・迅速化に
より，資産評価の見直しが固定資産
課税台帳に反映される間隔を短くす
ること，及び 

 ② 専門職員の養成と専門組織の整備
による税務執行体制の強化である。 
（上記①に関して） 
 固定資産評価の効率化・迅速化のため
には考えられるのは，アウトソーシング
の活用である。 
 民間への委託をさらに進めて，現地確
認調査についても，民間業者に委託する
ことで短期間に実施する方策を検討して
みてはどうか。質問検査権を使わない範
囲での実態確認調査程度の現地調査に民
間業者を使うだけで，かなりの迅速化に
つながるのではないだろうか。 
（上記②に関して） 
 税務執行体制の弱さに対しては，税務
調査による賦課や滞納税の徴収等の税務
行政を専門に担当する部署を新たに設置
することを検討してみてはどうか。 
 
第５ 固定資産評価結果についての縦覧
制度，不服申立制度についての市民への
周知活動を通じ，利用実績の向上をはか
るべきである。 
１ 現状の問題点 
 縦覧制度が課税の公平の観点から評
価・賦課の誤り等を発見する手段として
設けられていることが市民に周知されて
いるとは思われない。 
２ 制度の周知の必要性 
 固定資産評価結果についての縦覧制
度，不服申立制度に関する納税義務者へ
の周知が必要である。 
 固定資産の状況は多種多様であり，評
価や特例の適用誤りのある可能性は少な
からずある。 
 納税者自身も価格が適正であるかどう
かの確認をする制度があること及びその

 
 
 
 
 
 
 税務行政の組織強化を図るため税務
専門組織（市税事務所）を平成 22年度
以降のできるだけ早い時期に設置する
予定としており，過年度分更正が実施で
きる組織体制と併せて評価の見直しが
課税台帳に反映される間隔を短くする
ための方策について検討してまいりま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 制度の周知については，市報，市ホー
ムページ，市税のしおり等を通じて行っ
ているところですが，より制度を知って
いただくための周知方法や記載内容に
ついて検討を行い，平成 22年度から対
応を図ってまいります。 
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資産税課 

 
 

 
 
 

価格等に不服があった場合の不服申立制
度があることを，固定資産評価額通知書
等にもっと明瞭に記載すること等によ
り，納税者自らがチェックする機会を増
やして，適正な課税の実現を図るべきで
ある。 
 
第６ 償却資産税の申告書を，対象とな
る可能性のある事業者すべてに送付すべ
きである。 
 償却資産に係る固定資産税の申告書の
新規送付先の選定については，収集した
データに基づき，免税点を超える投資が
なされていそうだと判断された事業者に
のみ送付されているが，そうした担当者
の判断が正しかったかどうかの上司によ
るチェックはなされていない。 
 念のため，送付対象が膨大なものとな
らない限りは，原則として対象となる可
能性のある事業者すべてに申告書を送付
すべきである。 
 
第７ 償却資産に係る固定資産税につい
ての実地調査を実施できる体制を整備
し，実地調査を実施すべきである。 
 現在のところ，提出された申告書につ
いて，誤りや矛盾点がある場合は電話等
で申告者に確認を行っているが，疑問が
解決されなかった場合においても実地調
査は行われていない。 
 償却資産は法人税，所得税の申告書上
に記載されているが，必ずしも償却資産
に係る固定資産税が適正に課されている
という保証はない。 
 従って，市としても独自に実地調査を
行う体制を整え，「償却資産実地調査実施
要領」も執行可能なものに改めることに
よって，実地調査の実績をつくることに
より申告水準の一層の向上を図るべきで
ある。 
 
第８ 固定資産税に関する申告につき，
適正な申告をしていない場合等の対応に
ついては，法に従って対処すべきである。 
 現状では，固定資産税について虚偽申
告があった場合において，延滞金は徴収
しているが，罰金までは科していない。 
このような取扱では適正な申告をした

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 平成 20年度より，各種調査で収集し
たデータの全てを新規送付先として取
り扱い，担当者の判断により申告書の送
付先に差異が出ないよう変更いたしま
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「課税の公平」の観点から，実地調査
の必要性は十分認識しておりますが，現
状の人員や体制では「償却資産実地調査
実施要領」に基づく十分な調査ができな
いのが実情です。 
今後は，「償却資産実地調査実施要領」
を現状の体制でも執行可能な内容に改
めるなど，実地調査の実施に向けた作業
を進めてまいりたいと考えております。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
申告すべき事項について明らかに虚
偽の申告があったと確認できる場合は，
地方税法 385条により対処いたします。
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者とそうでない者との間の課税の公平上
問題があることから，法に従った対応を
すべきである。 
必要があれば，虚偽申告の内容に応じ
てゼロに近い金額から20万円まで罰金の
金額を具体的に条例化するなど基準を明
確にしたうえで，適正な執行を行うべき
である。 

 
 
Ａ－３ 住民税に関する指摘事項 
第１ 個人市民税に関する所得情報の把
握についての指摘事項 
１ 特別徴収義務者としての新規設立法
人に関する情報収集体制について，特別
徴収の対象となる新設法人に関しては，
設立の届け出がないケースも想定される
が，諸税係と協力して捕捉に努めるべき
である。 
２ 書類上の整合性のチェック体制はで
きているが，意図的に義務をのがれよう
とする者に対する課税の公平の観点から
の現地調査などの牽制機能の構築が必要
であろう。 
 
 
 
 
第２ 法人住民税に関して，申告書の提
出及び納税を行っていない会社につい
て，申告書の提出と納税を行うよう督促
を行うべきである。 
 法人市民税に関して，申告書を送付し
たが，申告書の提出及び納税を失念して
いる会社については，申告書を提出する
ようにとの督促は行っていないとのこと
であるが，督促して申告書の提出及び納
税を求めるべきである。 
 
第３ 法人住民税の適正な課税のため，
法人の新規設立等のデータ把握方法の多
様化を図るべきである。 
 法人住民税の適正な課税にあたり，も
っとも困難な点が，市内に新規に設立さ
れた法人や新規に開設された事業所につ
いての情報をいかに的確に収集するかと
いうことである。 
保健所の理美容・飲食業開設や建築行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 新規法人設立届の提出者リスト
を諸税係に依頼し，給与支払報告書総
括表発送時（１２月）に提出を依頼す
るようにいたします。 
 
 
２ 特別徴収未実施事業所リストを
作成し，業種，従業員の勤務形態など
から，特別徴収が可能と思われる事業
所に対し，税制課と納税課が連携し，
特別徴収の実施を指導する体制を確
立し，計画的に実施できるよう検討い
たします。 
 
 
 
 
 
 
平成 21年 1月より，未申告法人に
対して催告状を発送し，申告を促して
おります。催告に応じない法人の中に
は既に解散や破産をしている法人もあ
り，このような法人も含め，現地調査
や電話催促を行ってまいります。 
 
 
 

 
現状の情報把握に加え，平成 20年 9
月より保健所関連では理美容業・飲食
業更には医療関連業の開業情報及び建
築行政課の屋外広告物の建築情報の取
得を始めました。これにより，当市部
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財務部 
税制課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

財務部 
税制課 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
財務部 
税制課 

 
 
 

政課にある屋外広告物等の届け出などが
資産税課にあるはずなので，こうした情
報についても情報を共有し，市としての
効率的な情報の運用が可能な体制の構築
を図るべきである。 
 さらに，外部との連携による情報収集
にも努めるべきである。 
 例えば，警察から古物商や風営法の情
報などの入手が可能かどうかについても
検討すべきである。 
 
第４ 電子申告データと市民税システム
の連動を早急に図るべきである。 
 地方税も電子申告可能であるが，受取
を電子申告で行っても，電子申告データ
がそのまま市民税システムに取り込まれ
るわけではなく，電子で受け取ったデー
タは業者に委託しパンチ入力により市民
税システムに登録される手続きとなって
いる。 
今後電子申告件数が増加した場合に，
このような手入力方式では，時間とコス
トがかかり過ぎる恐れが大きいことか
ら，電子申告データを市民税システムに
連動させるシステムを早急に構築すべき
である。 
 
 
 
 
 
 
第５ （事業所税）事業所用家屋貸付等
申告書の提出を促進すべきである。 
上記申告書の提出の督促について，不
動産所有者側の善意に頼っているように
見受けられる。大規模施設のオーナーな
どには積極的に提出の働きかけをするべ
きではないかと考える。 
 
 
 
 
第６ （事業所税）事業所の設置情報の
入手を組織化すべきである。 
各種広告やインターネットのＨＰから
事業所の設置情報等を入手し，努力され
ている。しかし，その努力が担当者個人

署からのデータ把握はほぼ構築されま
した。 
また，外部の行政機関からは，平成

21年2月より県税局の法人県民税情報
と新潟市の法人市民税情報の突き合わ
せを始めました。 
今後は，外部からの情報収集につい
て，どのような所からどのような情報
が得られるのかを調査し，データ把握
の多様化を図ってまいります。 
 
 
 
現在，個人住民税の給与支払報告書
のみ，電子で受け取ったデータを媒体
で経由させて，市民税システムに取り
込んでおります。法人市民税や事業所
税の手続きは，法人自ら申告し納税す
ることとなっております。そのため,法
人市民税や事業所税の申告を電子デー
タとして取り込む際には，法人が申告
と同時にすぐに電子納税できる範囲ま
でシステムを構築しなければならない
と考えており，今後電子申告の件数が
増加した場合には，法人の利便性，新
潟市側の事務処理の効率化と正確性，
システム開発に係る費用とその効果を
考慮し，電子申告データと市民税シス
テムを連動させることを考えてまいり
ます。 
 
 
 
 
左記の申告書は，条例上「事業所税
の納税義務者に事業所用家屋を貸し付
けている者は，同申告書を提出しなけ
ればならない。」といった制約がありま
すが，大規模施設のオーナーに対し，
同申告書の提出を働きかけてまいりま
す。 

 
 
 
 

事業所税は外形標準(1000 ㎡または
100 人超)で課税をしているため，課税
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健康福祉総
務課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健康福祉部 
健康福祉総
務課 

 
 
 
 
 
 
 

の資質にかかっているように見受けられ
る。さらに組織としての対応を推進して
いくべきと考える。 
 
 
 
Ｂ 行政サービス部門への指摘事項 
Ｂ－１ 行政サービス部門への総論的指
摘事項 
第１ 生活保護開始及び取消しの情報を
市役所内の部門と共有できるようなシス
テム化を図るべきである。 
 所得基準行政サービスの円滑化・整合
性の確保の観点から，生活保護システム
にある生活保護開始及び取消しの情報
が，所得を基準として行政サービスを実
施している市役所内の部門と共有できる
ようなシステム化を図るべきである。そ
の際，アクセス権者を指定，パスワード
管理を通じて個人情報の保護にも留意す
べきである。 
 所得基準行政サービスには，生活保護
を基準としているものが多くあるが，生
活保護開始とともに健康福祉総務課や福
祉事務所からその情報が各部署に自動的
に提供されているわけではない。これで
は，市役所内における情報の共有化の観
点からも，高齢者の単身世帯などへの負
担等の適切な市民サービスの観点から
も，十分な体制であるとは言い難い。 
 もともと生活保護システムは汎用連携
ＤＢを介して各部署とのデータ共有化が
可能なものであることから，必要な改良
等を加えた上で，生活保護開始及び取消
しの情報がシステム的に市役所内で共有
化されるようにすることが望ましい。 
 
 
第２ 生活保護申請の際に，行政サービ
ス一覧とその申請を希望する旨を表記し
たチェックリストを作成し活用すべきで
ある。 
 生活保護の申請の際に，生活保護世帯
の認定を受けた場合に市から受けること
のできる行政サービス一覧とその申請を
希望する旨を表記したチェックリストを
活用することにより，サービスの申請を
すべてワンストップで終えることのでき

客体の把握は比較的容易です。このよう
なことから組織化までは必要なく，係内
での協力体制を構築することで対応し
てまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
生活保護の受給が要件となっている行
政サービスをリストアップし，電算シス
テムが連携しているかどうか調査しま
す。 
結果，情報共有の方法としてシステム
改修が必要な場合は，予算上の問題もあ
り直ぐにシステム改修までは困難と思わ
れますが，情報共有については関係各課
と連携を強化していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各種減免の申請書等の様式は，各担当
課が所管している規則で定められてい
ます。このため，統合申請書の作成は，
各課の意見調整が必要なことから時間
がかかります。 
現状では，各福祉事務所は，生活保護
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健康福祉部 
健康福祉総
務課 
こども未来
課 
保健所健康
衛生課 
及び 
教育委員会 
学務課 

 
 
 
 
 
 
 

るシステムを採用することにより，受給
者の便宜をはかるとともに行政事務の合
理化・整合化の確保を実現すべきである。
生活保護世帯が受けられる行政サービ
スを一覧化した統合申請書を新たに策定
し，この統合申請書を，生活保護開始時
にケースワーカーが世帯の意向を一括し
て確認するためのチェックリストとする
ことにより，「生活保護に係る申請の一本
化」を実現し，その選択した所得基準行
政サービスの申請に必要な書類や手続き
を簡易化すべきである。 
 
 
第３ 所得基準行政の単位としての「世
帯」の判定についても各部署の運用に差
がみられるところであるが，これについ
ては実態に即した柔軟性のある形での統
一的な判定基準を採用すべきである。 
 「世帯の判定」は，各行政サービス部
署の運用に任されているのが実情であ
り，市役所全体として統一されていない。
 基本的に所得基準でサービスの提供の
有無を決する場合の所得判定の基本単位
である「世帯」の判定は統一した基準に
より行うべきである。その際の基準は，
形式的なものではなく，所得を考慮した
サービスである制度の趣旨に照らし，実
態に即した柔軟性のあるものであること
が望ましい。 
 
第４ 行政サービス部署が，所得基準行
政サービスを申請者の申請に基づき実施
する際に，所得額の確認のため，市役所
として有している市民の所得又は資産に
係る情報を活用できる旨を条例に明記す
べきである。 
 行政サービス部署が，市民の所得又は
資産に関する情報を市役所の他部署から
入手する場合には，申請者からの「同意
書」と提出を受けることをその要件とし
ているが，市役所全体として相当の事務
量となっている。 
また，市民としてもその作成・提出に
手間がかかっている現状からみて，この
「同意書」の提出を不要とするための条
例の整備を行うべきである。 
具体的には，行政サービス部署が所得

の申請時に，担当者が手続き上必要な書
類を確認するためチェックリストを使
用しながら業務にあたっており，その中
に下水道使用料の減免や国保の脱退手
続き等，減免制度の一部が含まれていま
す。 
しかし，生活保護世帯が受けられる行
政サービス一覧を網羅したものまでに
はいたっていないことから，今後は，行
政サービスを一覧化したチェックリス
トを作成し，各種減免の申請書等を窓口
に備えるなど，行政サービスの向上を検
討します。 

 
 
 
 
 

 
「世帯」の判定については，各制度の
法令，要綱，通知等に基づき判定を行っ
ています。 
また，それぞれの制度の趣旨もあり，
現行どおり運用します。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
新潟市個人情報保護条例第８条第１
項第２号に基づき，個人の所得情報の閲
覧については，「本人の同意」は必要で
あり，新たな条例を定めて一律に情報を
得ることは適当ではないと考えられる
ことから，従前どおりの取り扱いとしま
す。 
なお，制度ごとの取り扱いは以下のと
おりです。 

 
生活保護業務においては，保護の開始
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基準行政サービスを申請者の申請に基づ
き実施する際に，所得額の確認のため，
市役所として有している市民の所得又は
資産に係る情報を活用できる旨を条例に
明記すべきである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ｂ－２ 行政サービス部門に係る各論的

決定にあたり，申請者の資産や収入の状
況（預貯金，生命保険，年金等）につい
て生活保護法２９条に基づき調査を実
施しています。これは，行政機関個人情
報保護法第８条にいう「法令に基づく場
合」及び個人情報保護法第２３条第１号
の「法令に基づく場合」に当たるものと
解されます。しかし，この場合でも相手
方は情報の提供を義務付けられている
わけではなく，実際に提供することの適
否は，それぞれの法令の趣旨に沿って適
切に判断される必要があり，あくまでも
提供は任意によるものとなっています。
現状においても，金融機関や社会保険事
務所などは本人の同意書がない場合は，
回答を得られない状況となっています。
このことから，生活保護業務において
は，「同意書」の提出を不要とするため
の条例を整備しても，他機関への照会に
は必ず「同意書」が必要となります。 
 
保育料については，児童福祉法第５６
条第８号において，「本人又はその扶養
義務者の収入の状況について，官公署に
対し必要な書類の閲覧又は資料の提供
を求めることができる」とされています
が，個人情報保護条例の趣旨を尊重し，
引き続き「同意書」の提出を求めること
とします。 
 
小児慢性特定疾患治療研究事業につい
ては，児童福祉法第56条第8号において，
「本人又はその扶養義務者の収入の状況
につき，官公署に対し，必要な書類の閲
覧又は資料の提供を求めることができ
る。」とされており，条例の明記は必要な
いと考えます。 

 
 養育医療及び自立支援医療（育成医療）
の給付事業については，法令に明記され
ておりませんので，所得情報等の閲覧に
ついては申請者からの同意をとることと
しています。 
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健康福祉部 
健康福祉総
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健康福祉部 
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指摘事項 
１ 健康福祉部 
① 査察指導員の的確な監督・指導のた
めの措置が必要である。 
・査察指導員の世帯訪問への同行につい
ては，ケースワーカーからの依頼によっ
てのみで行うのではなく，査察指導員が
抜打ち的にケースワーカーを指名して世
帯訪問へ同行することにより，ケースワ
ーカーの職務懈怠の隠蔽等について早期
に把握する体制をとるべき。 
・査察指導員はケースワーカーの世帯訪
問に十分な同行ができないのであれば，
査察指導員の指示のもと必要に応じケー
スワーカー同士を世帯訪問に同行させる
ことで，査察指導員の監督業務の補完を
行わせるべきである。 
・生活保護世帯の変化について，査察指
導員が長年にわたって更新されないデー
タをチェックすることができるようにす
るため，生活保護システムを改良し，シ
ステムから変化のない生活保護世帯を自
動的にリストアップするような査察指導
員の監督アシスト機能を付加することを
検討してはどうかと思われる。 
 
② 生活保護に係る健康福祉総務課の福
祉事務所への適切な監督業務のために，
監督手順等に係るマニュアルや非違事例
集を作成することが必要である。 
 健康福祉総務課の福祉事務所への監督
業務は，政令指定都市に移行後の新しい
業務であり，早急にそのノウハウ等を
国・県・他の政令指定都市から収集し，
監督手順等に係るマニュアルや非違事例
集を作成することなどが必要である。  
 
 
 
 
 
 
③ 保育課における保育料の算定に係る
世帯の判定については，日常生活におけ
る祖父母からの金銭的な援助の程度を把
握するなど，より実態に基づいた世帯の
判断がなされるようにすべきである。 
 保育課における保育料の算定に係る世

 
 
① 査察指導員との同行訪問やケース
ワーカー同士の同行訪問は，問題ケー
スに対し日常的に行われているが，抜
打ち的な方法は採っていません。 
福祉事務所の組織的なチェック体
制の確立のためにも，今後，「健康福
祉課長・保護課長会議」や「査察指導
員会議」を通じて査察指導員がケース
ワーカーと抜打ち的に同行訪問を実
施するよう指導するとともに，監査対
象事項として実施状況を確認してま
いります。 
長年にわたって更新されないデー
タをチェックする方法として，収入や
世帯状況などの変動による認定変更
が行われていない世帯をリストアッ
プし，査察指導員が確認できるような
システムを検討します。 

 
 
 
 
 
② 福祉事務所の監査は，厚労省通知
（Ｈ12.10.25）「生活保護法施行事務監
査の実施について」により，国が作成し
た「生活保護法施行事務監査事項」に基
づき実施することを求められているこ
とから，国の通知に従い国のマニュアル
に沿って実施しています。 
非違事例集については，国が作成した
「生活保護手帳別冊問答集」がありま
す。しかし，この問答集でも判断がつか
ないケースについては国へ疑義照会す
るなどで対応しています。今後は，過去
に各福祉事務所であった事例を集め，市
独自の非違事例集も作成します。 
 
 
 
③ これまで実施してきた聞き取りに
よる実態把握を，さらに強化します。 
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帯の判定については，生計を異にすると
認められる６項目の事実による判定に加
えて，日常生活における祖父母からの金
銭的な援助の程度を把握するなど，より
実態に基づいた世帯の判断がなされるよ
うにすべきである。 
 
④ こども未来課の放課後児童健全育成
事業（ひまわりクラブ使用料）について
は，申請者から同意書を得ることでシス
テムにより汎用連携ＤＢから住民税デー
タを抽出・閲覧するようにできないか検
討をすべきである。 
 こども未来課の放課後児童健全育成事
業（ひまわりクラブ使用料）については，
申請者の負担軽減を考慮して，条例を整
備して，システムにより汎用連携ＤＢか
ら住民税データを抽出・閲覧するように
できないか，少なくとも申請者から同意
書を得ることでこれが可能とならないか
を検討すべきである。 
 
⑤ 高齢介護課の高齢者あんしん連絡シ
ステム事業，高齢者福祉電話貸与事業及
び老人日常生活用具給付等事業について
は，市民税担当部署から市民税賦課情報
を電子データで入手する方式に切り替え
るべきである。 
 高齢介護課の高齢者あんしん連絡シス
テム事業，高齢者福祉電話貸与事業及び
老人日常生活用具給付等事業について
は，申請者から所得税額が分かる書類を
提出させているが，必要な法令上の手当
てをした上で，市民税担当部署から市民
税賦課情報を電子データで入手する方式
に切り替えるべきである。 
 
⑥ 保健所健康衛生課における未熟児療
育医療費給付事業及び小児慢性特定疾患
治療研究事業については，必要に応じ申
請者から所得状況等についてわかる資料
を提出させるなどして，より正確な所得
の把握に努めるべきである。 
 保健所健康衛生課における未熟児療育
医療費給付事業及び小児慢性特定疾患治
療研究事業については，申請者の給与所
得者からは源泉徴収票の提出を求めてい
るが，これに加えて，転入者に対しては

 
 
 
 
 
 
 
 
④ ひまわりクラブの利用料について
は，平成 21年度にシステム改修を行い，
申請者から同意書を得ることで汎用連
携ＤＢから住民税データを抽出・閲覧す
るようにします。平成 22年度の入会申
込から対応します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
⑤ 今後，市民税賦課情報に基づく制度
に切り替えてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
⑥ 所得証明の提出は，所得税が非課税
の方が対象となります。所得税が非課税
でかつ新潟市に所得についての情報がな
い転入者については，それまで住民であ
った市町村の所得証明の提出を求めるこ
ととしています。 
納税証明書は「納税額の証明」であり，
「課税証明」ではないため，確定申告し
ている方からは，「確定申告の控」の写し
を提出していただいております。 
 特定不妊治療費助成事業につきまして
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それまで住民であった市町村の所得証明
を提出させることや税務署からの納税証
明を提出させることなど，必要に応じ申
請者から所得状況等についてわかる資料
を提出させるなどして，より正確な所得
の把握に努めるべきである。 
 また，特定不妊治療費助成事業につい
ては，条例を整備するか，少なくとも同
意書により市民税担当部署からの市民税
賦課情報をシステムにより確認する対応
に変更すべきである。 
 
 
 
２ 建築部  
① 住環境政策課における入居資格審査
業務については，年に全世帯数の 10％程
度ずつを指定管理者に確認させるなどし
て，不正に入居している者等の把握を行
うべきである。 
 住環境政策課における市営住宅に係る
家賃算定及び入居資格審査業務について
は，提出される収入申告書の内容に基づ
いて判定されるが，その内容が入居世帯
の実態と異なっているかどうかを，年に
全世帯数の 10％程度ずつを指定管理者に
確認させるなどして，不正に入居してい
る者や不当に低い家賃を支払っている者
の把握を行うべきである。 
 また，高額所得者でありながら居住し
続ける者については早急に退去勧告を行
い，これに従わない場合には，明渡訴訟
の提起など法的手段を含め適切な対応を
取るべきである。 
 
 
３ 教育委員会 
① 学務課における業務用システムにつ
いて，汎用連携ＤＢと連携可能な新しい
システムの構築がなされるべきである。 
 学務課における業務用システムとして
は「就学援助システム」があるが，これ
は汎用連携ＤＢと連携できないものであ
る。 
今後，申請者の市民税額及び所得額の
確認業務等をできるだけタイムラグが生
じず効率的に行うためには，汎用連携Ｄ
Ｂと連携可能な新しいシステムの構築が

は，平成２１年４月から，同意書により，
市民税担当部署からの市民税賦課情報を
保健所情報システムで確認することとし
ました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 収入申告書と税情報の不一致者につい
て届出の催告のみでしたが，面談調査を
行います。 
高額所得者に対しても個別案件ごとに
顧問弁護士と相談して，明渡しを請求し
てまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
汎用連携DBと連携して住民情報及び
税情報を取込むシステムを現在開発中で
す。平成 22年度の運用開始を予定してい
ます。 
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なされるべきである。 
 
 
 

 
 


